
（１）　福祉サービス第三者評価実績について

令和２年度
評価実施件数

令和２年度
実施率
※１

令和元年度
評価実施件数

令和元年度
実施率
※２

前年度比

過去１回以上
評価実施実績
のある事業所数

※３

評価実施件数合計 33,,660088 ((1133..55%%)) 33,,557722 ((1133..77%%)) 3366 99,,994488

施設系 11,,992244 ((2299..44%%)) 11,,990077 ((3300..99%%)) 1177 44,,995566

高齢 335566 ((4400..55%%)) 441133 ((4488..66%%)) --5577 665599

障害 110000 ((6633..33%%)) 111199 ((7766..33%%)) --1199 117766

子ども家庭 11,,443388 ((2266..33%%)) 11,,334433 ((2266..22%%)) 9955 44,,008822

婦人保護・保護 3300 ((8833..33%%)) 3322 ((9911..44%%)) --22 3399

居宅系 11,,668844 ((88..44%%)) 11,,666655 ((88..33%%)) 1199 44,,999922

高齢 775599 ((55..55%%)) 884444 ((66..11%%)) --8855 22,,559922

障害 992255 ((1144..99%%)) 882211 ((1133..55%%)) 110044 22,,440000

１　「年次報告（令和２年度）」の概要

• 東京都福祉サービス第三者評価は、平成１５年度に本格実施してから令和２年度で

１８年目となる。

• 令和２年度の評価実施件数は３，６０８件で、前年度比３６件増となったが、実施率

は前年度比０．２％減少した。

• 評価実施件数の増加の主な理由としては、平成３０年度から３年に１回以上の受審

が補助要件化された障害短期入所や共同生活援助の増加、認可保育所数の増加

に伴う増によるものである。

• 一方で、実施率が減少した主な理由としては、施設系サービス事業所への補助要

件である３年に１回以上の受審について、都が新型コロナウイルス感染症防止の観

点から、令和２年度は受審しなくても補助を減額しないこととしたことから、受審を控

えた事業所があったこと、及び、認可保育所数の増加が、３年に１回以上の受審に

よる評価実施件数の増加数を上回ったためと考えられる。

※１
「令和２年度実施率」は、令和２年４月１日現在の評価対象事業所数に対する、令和２年度の評価実施件数の割合である。

※２

「令和元年度実施率」は、平成３１年４月１日現在の評価対象事業所数に対する、令和元年度の評価実施件数の割合である。
※３
「過去１回以上評価実施実績のある事業所数」の合計数等は、令和２年度の評価対象サービス以外の事業所は含んでいない。
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主な増減一覧

○施設系　子ども家庭分野サービスの増減

令和２年度
評価実施件数

令和２年度
実施率
※１

令和元年度
評価実施件数

令和元年度
実施率
※２

前年比

1,071 (32.7%) 987 (32.7%) 84

保育所(公立) 160 (19.5%) 163 (19.3%) -3

保育所(私立) 911 (37.2%) 824 (37.9%) 87

認定こども園 57 (36.8%) 38 (26.2%) 19

178 (33.7%) 198 (34.9%) -20

52 (3.7%) 24 (1.9%) 28

18 (56.3%) 20 (62.5%) -2

46 (76.7%) 56 (93.3%) -10

2 (100.0%) 2 (100.0%) 0

8 (44.4%) 12 (66.7%) -4

6 (54.5%) 6 (60.0%) 0

○居宅系　高齢分野サービスの増減

令和２年度
評価実施件数

令和２年度
実施率
※１

令和元年度
評価実施件数

令和元年度
実施率
※２

前年比

18 (0.6%) 33 (1.1%) -15

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0

0 (0.0%) 1 (0.1%) -1

7 (1.0%) 4 (0.6%) 3

2 (0.4%) 2 (0.4%) 0

26 (0.8%) 36 (1.1%) -10

80 (5.2%) 90 (5.9%) -10

35 (2.0%) 48 (2.6%) -13

21 (5.5%) 33 (8.4%) -12

50 (8.7%) 64 (11.2%) -14

36 (16.6%) 43 (19.7%) -7

458 (69.3%) 467 (72.4%) -9

16 (18.8%) 17 (19.8%) -1

10 (23.8%) 6 (16.2%) 4

サービス種別

保育所(認可保育所)

認証保育所（Ａ・Ｂ型）

母子生活支援施設

児童養護施設

認可外保育施設（ベビーホテル等）

児童自立支援施設

児童自立生活援助事業【自立援助ホーム】

乳児院

サービス種別

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム・ケアハウス）

福祉用具貸与

居宅介護支援

通所介護【デイサービス】

短期入所生活介護【ショートステイ】

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護（介護予防含む）

認知症対応型共同生活介護【認知症高齢者グループホー
ム】（介護予防含む）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

看護小規模多機能型居宅介護

※１

「令和２年度実施率」は、令和２年４月１日現在の評価対象事業所数に対する、令和２年度の評価実施件数の割合である。

※２

「令和元年度実施率」は、平成３１年４月１日現在の評価対象事業所数に対する、令和元年度の評価実施件数の割合である。
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主な増減一覧

○施設系　子ども家庭分野サービスの増減

令和２年度
評価実施件数

令和２年度
実施率
※１

令和元年度
評価実施件数

令和元年度
実施率
※２

前年比

1,071 (32.7%) 987 (32.7%) 84
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○居宅系　高齢分野サービスの増減

令和２年度
評価実施件数

令和２年度
実施率
※１

令和元年度
評価実施件数

令和元年度
実施率
※２

前年比

18 (0.6%) 33 (1.1%) -15

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0

0 (0.0%) 1 (0.1%) -1

7 (1.0%) 4 (0.6%) 3

2 (0.4%) 2 (0.4%) 0

26 (0.8%) 36 (1.1%) -10

80 (5.2%) 90 (5.9%) -10

35 (2.0%) 48 (2.6%) -13

21 (5.5%) 33 (8.4%) -12

50 (8.7%) 64 (11.2%) -14

36 (16.6%) 43 (19.7%) -7

458 (69.3%) 467 (72.4%) -9

16 (18.8%) 17 (19.8%) -1

10 (23.8%) 6 (16.2%) 4

サービス種別

保育所(認可保育所)

認証保育所（Ａ・Ｂ型）

母子生活支援施設

児童養護施設

認可外保育施設（ベビーホテル等）

児童自立支援施設

児童自立生活援助事業【自立援助ホーム】

乳児院

サービス種別

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム・ケアハウス）

福祉用具貸与

居宅介護支援

通所介護【デイサービス】

短期入所生活介護【ショートステイ】

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護（介護予防含む）

認知症対応型共同生活介護【認知症高齢者グループホー
ム】（介護予防含む）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

看護小規模多機能型居宅介護

※１

「令和２年度実施率」は、令和２年４月１日現在の評価対象事業所数に対する、令和２年度の評価実施件数の割合である。

※２

「令和元年度実施率」は、平成３１年４月１日現在の評価対象事業所数に対する、令和元年度の評価実施件数の割合である。

○居宅系　障害分野サービスの増減

令和２年度
評価実施件数

令和２年度
実施率
※１

令和元年度
評価実施件数

令和元年度
実施率
※２

前年比

3 (0.1%) 3 (0.1%) 0

106 (34.6%) 83 (28.5%) 23

98 (36.0%) 94 (36.9%) 4

8 (57.1%) 8 (66.7%) 0

1 (20.0%) 2 (50.0%) -1

8 (29.6%) 10 (41.7%) -2

4 (66.7%) 6 (100.0%) -2

18 (9.0%) 9 (4.6%) 9

13 (20.6%) 14 (21.5%) -1

180 (32.5%) 192 (36.3%) -12

133 (39.1%) 125 (37.4%) 8

319 (41.5%) 234 (33.0%) 85

6 (24.0%) 8 (34.8%) -2

2 (66.7%) 1 (33.3%) 1

5 (100.0%) 4 (80.0%) 1

6 (4.1%) 7 (4.2%) -1

2 (11.8%) 1 (5.9%) 1

7 (1.2%) 15 (2.5%) -8

0 (0.0%) 1 (4.5%) -1

6 (2.2%) 3 (1.2%) 3

0 (0.0%) 1 (3.6%) -1

令和２年度評価実施件数（上位５件）

令和２年度
評価実施件数

令和２年度
実施率
※１

令和元年度
評価実施件数

令和元年度
実施率
※２

1 1,071 (32.7%) 987 (32.7%)

2 458 (69.3%) 467 (72.4%)

3 319 (41.5%) 234 (33.0%)

4 311 (58.7%) 364 (71.4%)

5 180 (32.5%) 192 (36.3%)

サービス種別

居宅介護

短期入所

生活介護

生活介護（主たる利用者が重症心身障害者）

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

宿泊型自立訓練

共同生活援助【グループホーム】

指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

就労継続支援B型

児童発達支援事業

児童発達支援事業（主たる利用者が重症心身障害児または
肢体不自由児）

放課後等デイサービス

放課後等デイサービス（主たる利用者が重症心身障害児ま
たは肢体不自由児）

障害児多機能型事業所

障害児多機能型事業所（主たる利用者が重症心身障害児ま
たは肢体不自由児）

サービス種別
（評価実施件数が多い順）

保育所(認可保育所)

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）

就労継続支援A型

就労継続支援B型

多機能型事業所

児童発達支援センター

児童発達支援センター（主たる利用者が重症心身障害児ま
たは肢体不自由児）

医療型児童発達支援センター（主たる利用者が重症心身障
害児または肢体不自由児）

共同生活援助（グループホーム）

※１

「令和２年度実施率」は、令和２年４月１日現在の評価対象事業所数に対する、令和２年度の評価実施件数の割合である。

※２
「令和元年度実施率」は、平成３１年４月１日現在の評価対象事業所数に対する、令和元年度の評価実施件数の割合である。
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